
１　個別事業計画一覧表（２）

＜合計＞

自立的林業経営活動
の推進

0 0

山地防災情報の周知 0 0

森林資源の保護 0 0

マーケティング力ある
林業担い手の育成

482 241

林業経営体の育成 0 0

<個別事業計画＞

マーケティング力ある
林業担い手の育成

労働安全の確保
安全巡回指導、指導体制
強化等

林業・木材製造業
労働災害防止協会
埼玉県支部

482 241
安全巡回187千円
指導体制強化54千
円

地域
提案

備　考目標 メニュー 実施内容 事業実施主体
事業費
（千円）

国費
（千円）



２　計画主体ごとに定める指標（全体指標）

数値 単位
年度

（西暦）
数値 単位

年度
（西暦）

マーケティング力ある林
業担い手の育成

労働安全の確保 災害発生件数（減少率）
実技研修会の開催や振動障害予防
対策の実施等により、災害発生件数
の減少を目指す。

6.3 件
R4

(2022)
6 件

R5
(2023)

減少率
4.8%

備考目標
事業種目
（メニュー）

全体指標
指標設定の考え方
（目標との関連性）

現状値 目標値



様式５

計画主体名 埼玉県
総事業費 61,122 千円　 うちソフト事業 482千円
（うち交付金 21,540 千円） (うち交付金    241千円）

１　計画全体について

チェック欄 備考欄

(1)
〇

(2) 〇
(3) 〇
(4) 〇
(5) 〇
(6)

〇

(7)

〇

(8) 〇
(9) 〇他省補助金との重複はないか。

計画主体、事業実施主体及び関係者で協議会を設置するなど、事業の推進体制は確立され
ているか。

事業計画を公表することとしているか。

事後の評価結果について公表することとしているか。

目標値については、都道府県における各種計画の目標数値との整合が図られており、かつ、
情勢の変化や前年度の施策の効果の評価を踏まえて算定し、関係者の合意が得られたもの
であるか。（※１）

前年度までの計画と同一の目標値を掲げている場合、本計画の目標値は、前年度までの計
画の目標値を上回っているか。（上回っていない場合、その理由が整理されているか。）（※２）

事前点検シートに掲げる項目について、判断根拠となる書類を保存しているか。

項　　　　目

森林・林業基本計画、全国森林計画、地域森林計画、林業労働力の確保の促進に関する基
本計画、木材安定供給確保事業に関する計画等をはじめ、その他各種関連制度・施策との連
携、配慮、調和等が図られているか。

事業実施関係者のみならず、関連部局、地域住民等との合意形成・連携・調整が図られてい
るか。

事前点検シート

実施年度 令和 4 年度



様式６
交付金チェックリスト
（森林整備・林業等振興推進交付金）

＜共通＞

評価

１　経営管理実施権の設定等

経営管理実施権の設定等をしているか。

① 　経営管理実施権を設定している。 〇

② 　経営管理権を設定している。

③ 　意向調査を実施している。

④ 　上記のいずれもしていない。

２　効率性の向上

(1)　合意形成・協議・手続の改善

関係部局とも調整し、協議・手続の迅速化・簡素化を図っているか。

① 　関係部局等との調整が既に終了している。

② 　現在、関係部局等と調整している、又は調整が必要な事案はない。 〇

③ 　関係部局等と調整していない。

＜具体的な取組内容＞

・主な調整内容

実施内容、実施時期等の確認

・関係部局　　林業・木材製造業労働災害防止協会　埼玉県支部

・調整終了時期（②の場合は見込み時期）　令和4年6月末頃

(2)　事業の重点化・集中化

ア　事業実施主体の事業について評価を実施しているか。

① 　チェックリスト等を用いて既に評価を実施している。 〇

② 　今年度（事業実施年度）から評価を実施する。

③ 　実施していない。

＜具体的な取組内容＞

・主な評価内容、手法

労働災害の発生件数を随時確認

・今年度（事業実施年度）実施時期　随時

イ　事業の進捗状況について、時間管理を実施しているか。

① 　定期的に事業実施主体から進捗状況等が報告される仕組みとなっている。

② 　報告時期は設定していないが、事業実施主体から報告される仕組みとなっている。 〇

③ 　実施していない。

＜具体的な取組内容＞

・主な仕組み

実施主体が開催する会議で事業の進捗状況の報告がある。

・定期報告時期（①を選択した場合のみ）

３　透明性の向上

①
　関連資料について、ウェブサイト等で公開するとともに、情報公開窓口で閲覧を実
施している。

〇

② 　情報公開窓口において閲覧のみ実施している。

③ 　特に公開していない。

＜具体的な取組内容＞

・公開対象資料

・公開時期　令和4年4月末、10月末

評価内容

事業計画、達成状況報告、評価結果及び改善措置を講じた場合の内容及びその進捗
状況をどのような方法で公表しているか。

・ウェブサイト等のURL（①を選択した場合のみ）
https://www.pref.saitama.lg.jp/a0905/seityousanngyouka.html

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0905/seityousanngyouka.html


＜マーケティング力ある林業担い手の育成＞

評価

１　「緑の雇用」事業の定着率

①

② 〇

２　月給制の導入

① 〇

②

３　労働安全の取組

① 〇

②

４　労働災害発生状況

①

②

③ 〇

①

② 〇

現場作業に従事する従業員に月給制を導入しているか。

①
都道府県の直近年の死亡災害数が「０」であり、かつ直近年の休業４日以上の死傷災
害数が過去３カ年の平均未満又は「０」である。

②
都道府県の直近年の死亡災害数が「０」、又は直近年の休業４日以上の死傷災害数が
過去３カ年の平均未満若しくは「０」である。

計画がない。

〇

③
都道府県の直近年の死亡災害数が１件以上発生しており、かつ直近年の休業４日以
上の死傷災害数が過去３カ年の平均以上である。

５　労働災害削減に関する計画

労働災害削減に関する計画があるかどうか。

削減に関する数値目標と具体的な取組を記載した計画がある。

具体的な取組を記載した計画がある。

「出荷ロットの大規模化等」又は「人材の確保・育成・定着（うち森林施業プランナー育
成対策）」のメニューを要望している。

評価内容

「出荷ロットの大規模化等」及び「人材の確保・育成・定着（うち森林施業プランナー育
成対策）」のメニューを要望していない。

「出荷ロットの大規模化等」又は「人材の確保・育成・定着（うち森林施業プランナー育成対
策）」へ取り組むか。

都道府県の森林組合のうち現場作業に従事する従業員に月給制を導入している割合
が30％以上である。

都道府県の森林組合のうち現場作業に従事する従業員に月給制を導入している割合
が30％未満である。

安全診断を受けて安全活動に取り組んでいるか。

都道府県の認定事業主（※）のうち、前年度までに労働安全コンサルタントによる安全
診断を受けた割合が30％以上である。

都道府県の認定事業主（※）のうち、前年度までに労働安全コンサルタントによる安全
診断を受けた割合が30％未満である。

「緑の雇用」事業による就業者は定着しているか。

都道府県における過去５年間の林業作業士研修（１年目）の研修生の定着率が70％以上である。

都道府県における過去５年間の林業作業士研修（１年目）の研修生の定着率が70％未満である。

６　「出荷ロットの大規模化等」及び「人材の確保・育成・定着（うち森林施業プランナー育成対
策）」への取組

労働災害が発生していないか。


